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資金を中心とした経営支援
厚生労働省関係
・社会福祉法人を対象・独立行政法人福祉医療機構による融資制度
「社会福祉法人の経営高度化に係る優遇融資」
「地域共生社会の実現に向けた整備の融資」
「社会福祉施設・医療施設の防災・減災のために行う整備に対する優遇融資」今回の新型コロナウィルス感染症に
よる収入減を充当するための資金融資の拡大
・雇用維持のため休業手当を支給した費用の助成「新型コロナウィルス感染症にかかる雇用調整助成金」と雇用調
整助成金の特別措置
・学童の休学による従事者の休職による所得の減少に対する「小学校等の臨時休業に伴う保護者の休暇取得支援」
・介護事務などに従事する従事者にテレワーク導入した際の「時間外労働等改善助成金」
・テレワークを新たに導入した企業への時間外労働等改善助成金特例コース

経済産業省関係
・自然災害等の被害による資金を供給するための借入を行うセーフティネット４号
・経営安定に支障が生じている企業への資金供給のための借入を保証するセーフティネット５号（但し介護事業未
指定）
・社会的要因による売上減少に対しての融資セーフティネット貸付の要件緩和
・テレワーク導入のコンサル利用の際のテレワークマネージャー派遣事業
・在宅勤務導入のためのIT導入補助
・パソコンなどテレワーク用設備の全額損金算入する税制

社会福祉協議会の生活福祉資金、介護事業者を対象にする福祉費































生活福祉資金



社会福祉法人→福祉医療機構

雇用調整金など→各労働局

経済産業省関連→日本政策金融公庫各支店

生活福祉資金→社会福祉協議会

相談窓口

ほか金融機関


